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【文書Ａ−１（政府が野党側に示した見解）】 

 

新三要件の従前の憲法解釈との論理的整合性等について 

                         平成２７年６月９日  

                         内 閣 官 房    

                         内 閣 法 制 局  

 

（従前の解釈との論理的整合性等について） 

１ 「国の存立を全うし、国民を守るための切れ目のない安全保障法制の整備について」（平成 26

年７月１日閣議決定）でお示しした「武力行使」の三要件（以下「新三要件」という。）は、そ

の文言からすると国際関係において一切の実力の行使を禁じているかのように見える憲法第９条

の下でも、例外的に自衛のための武力の行使が許される場合があるという昭和 47 年 10 月 14 日に

参議院決算委員会に対し政府が提出した資料「集団的自衛権と憲法との関係」で示された政府見

解（以下「昭和 47 年の政府見解」という。）の基本的な論理を維持したものである。この昭和 47

年の政府見解においては、 

 

 (１) まず、「憲法は、第９条において、同条にいわゆる戦争を放棄し、いわゆる戦力の保持を

禁止しているが、前文に置いて「全世界の国民が……平和のうちに生存する権利を有する」

ことを確認し、また、第 13 条において「生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利につい

ては、……国政の上で、最大の尊重を必要とする」旨を定めていることからも、わが国がみ

ずからの存立を全うし国民が平和のうちに生存することまでも放棄していないことは明らで

あつて、自国の平和と安全を維持しその存立を全うするために必要な自衛の措置をとること

を禁じているとはとうてい解されない。」としている。この部分は、昭和 34 年 12 月 16 日の

砂川事件最高裁大法廷判決の「わが国が、自国の平和と安全を維持しその存立を全うするた

めに必要な自衛の措置をとりうることは、国家固有の機能の行使として当然のことといわな

ければならない。」という判示と軌を一にするものである。 

 

 (２) 次に、「しかしながら、だからといつて、平和主義をその基本原則とする憲法が、右にい

う自衛のための措置を無制限に認めているとは解されないのであつて、それは、あくまで外

国の武力攻撃によつて国民の生命、自由及び幸福追求の権利が根底からくつがえされるとい

う急迫、不正の事態に対処し、国民のこれからの権利を守るための止むを得ない措置として

はじめて容認されるものであるから、その措置は、右の事態を排除するためとられるべき必

要最小限度の範囲にとどまるべきものである。」として、このような場合に限って、例外的

に自衛のための武力の行使が許されるという基本的な論理を示している。 

 

 (３) その上で、結論として、「そうだとすれば、わが憲法の下で武力行使を行うことが許され

るのは、わが国に対する急迫、不正の侵害に対処する場合に限られるのであつて、したがつ

て、他国に加えられた武力攻撃を阻止することをその内容とするいわゆる集団的自衛権の行

使は、憲法上許されないといわざるを得ない。」として、（1）及び（2）の基本的な論理に

当てはまる例外的な場合としては、我が国に対する武力攻撃が発生した場合に限られるとい

う限界が述べられている。 
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２ 一方、パワーバランスの変化や技術革新の急速な進展、大量破壊兵器などの脅威等により我が

国を取り巻く安全保障環境が根本的に変容し、変化し続けている状況を踏まえれば、今後他国に

対して発生する武力攻撃であったとしてもその目的、規模、態様等によっては、我が国の存立を

脅かすことも現実に起こり得る。新三要件は、こうした問題意識の下に、現在の安全保障環境に

照らして慎重に検討した結果、このような昭和４７年の政府見解（1）及び（2）の基本的な論理

を維持し、この考え方を前提として、これに当てはまれる例外的な場合として、我が国に対する

武力攻撃が発生した場合に限られるとしてきたこれまでの認識を改め、「我が国と密接な関係に

ある他国に対する武力攻撃が発生し、これにより我が国の存立が脅かされ、国民の生命、自由及

び幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険がある」場合もこれに当てはまるとしたもので

ある。すなわち、国際法上集団的自衛権の行使として認められる他国を防衛するための武力の行

使それ自体を認めるものではなく、あくまでも我が国の存立を全うし、国民を守るため、すなわ

ち我が国を防衛するためのやむを得ない自衛の措置として、一部、限定された場合において他国

に対する武力攻撃が発生した場合を契機とする武力の行使を認めるにとどめるものである。した

がって、これまでの政府の憲法解釈との論理的整合性及び法的安定性は保たれている。 

 

３ 新三要件の下で認められる武力の行使のうち、国際法上は集団的自衛権として違法性が阻却さ

れるものは、他国を防衛するための武力の行使ではなく、あくまでも我が国を防衛するためのや

むを得ない必要最小限度の自衛の措置にとどまるものである。 

 

（明確性について） 

４ 憲法の解釈が明確でなければならないことは当然である。もっとも、新三要件においては、国

際情勢の変化等によって将来実際に何が起こるかを具体的に予測することが一層困難となってい

る中で、憲法の平和主義や第９条の規範性を損なうことなく、いかなる事態においても、我が国

と国民を守ることができるように備えておくとの要請に応えるという事柄の性質上、ある程度抽

象的な表現が用いられることは避けられないところである。 

 

 その上で、第一要件においては、「我が国と密接な関係にある他国に対する武力攻撃が発生し、

これにより我が国の存立が脅かされ、国民の生命、自由及び幸福追求の権利が根底から覆される

明白な危険があること」とし、他国に対する武力攻撃が発生したということだけではなく、その

ままでは、すなわち、その状況の下、武力を用いた対処をしなければ、国民に我が国が武力攻撃

を受けた場合と同様な深刻、重大な被害が及ぶことが明らかであるということが必要であること

を明かにするとともに、第二要件においては、「これを排除し、我が国の存立を全うし、国民を

守るために他に適当な手段がないこと」とし、他国に対する武力攻撃の発生を契機とする「武力

の行使」についても、あくまでも我が国を防衛するためのやむを得ない自衛の措置に限られ、当

該他国に対する武力攻撃の排除それ自体を目的とするものでないことを明かにし、第三要件にお

いては、これまで通り、我が国を防衛するための「必要最小限度の実力の行使にとどまるべきこ

と」としている。 

 

 このように、新三要件は、憲法第９条の下で許される「武力の行使」について、国際法上集団

的自衛権の行使として認められる他国を防衛するための武力の行使それ自体ではなく、あくまで
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も我が国の存立を全うし、国民を守るため、すなわち我が国を防衛するためのやむを得ない必要

最小限度の自衛の措置に限られることを明かにしており、憲法の解釈として規範性を有する十分

に明確なものである。 

 

 なお、ある事態が新三要件に該当するか否かについては、実際に他国に対する武力攻撃が発生

した場合において、事態の個別具体的な状況に即して、主に、攻撃国の意思・能力、事態の発生

場所、その規模、態様、推移などの要素を総合的に考慮し、我が国に戦禍が及ぶ蓋然性、国民が

被ることとなる犠牲の深刻性、重大性などから客観的、合理的に判断する必要があり、あらかじ

め具体的、詳細に示すことは困難であって、このことは、従来の自衛権行使の三要件の第一要件

である「我が国に対する武力攻撃」に当たる事例について、「あらかじめ定型的、類型的にお答

えすることは困難である」とお答えしてきたところと同じである。 

 

（結論） 

５ 以上のとおり、新三要件は、従前の憲法解釈との論理的整合性等が十分に保たれている。 

 

===================================== 

 

【文書Ａ−２（政府が野党側に示した見解）】 

 

他国の武力の行使との一体化の回避について 

 

                         平成２７年６月９日  

                         内 閣 官 房    

                         内 閣 法 制 局  

 

１ いわゆる「他国の武力の行使との一体化」の考え方は、我が国が行う他国の軍隊に対する補給、

輸送等、それ自体は直接武力の行使を行う活動ではないが、他の者の行う武力の行使への関与の

密接性等から、我が国も武力の行使をしたとの法的評価を受ける場合があり得るというものであ

り、そのような武力の行使と評価される活動を我が国が行うことは、憲法第９条により許されな

いという考え方であるが、これは、いわば憲法上の判断に関する当然の事理を述べたものである。 

 

２ 我が国の活動が、他国の武力の行使と一体化するかの判断については、従来から、①戦闘活動

が行われている、又は行われるようとしている地点と当該行動がなされる場所との地理的関係、

②当該行動等の具体的内容、③他国の武力の行使の任に当たる者との関係の密接性、④協力しよ

うとする相手の活動の現況等の諸般の事情を総合的に勘案して、個々的に判断するとしている。 

 

３ 今般の法整備は、従来の「非戦闘地域」や「後方地域」といった枠組みを見直し、 

 

 (１) 我が国の支援対象となる他国軍隊が「現に戦闘行為を行っている現場」では、支援活動は

実施しない。 
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 (２) 仮に、状況変化により、我が国が支援活動を実施している場所が「現に戦闘行為を行って

いる現場」となる場合には、直ちにそこで実施している支援活動を休止又は中断する。とい

う、「国の存立を全うし、国民を守るための切れ目のない安全保障法制の整備について」（平

成 26 年７月１日閣議決定）で示された考え方に立ったものであるが、これまでの「一体化」

についての考え方自体を変えるものではなく、これによって、これまでと同様に、「一体化」

の回避という憲法上の要請は満たすものと考えている。 

 

============== 

 

【文書Ｂ（自民党が所属議員に配布した文書）】 

 

※国会議員ご本人にお渡し願います。 

 

平和安全法制について 

 

 現在国会で審議されている平和安全法制は、憲法のもとで、国民の命とわが国の平和を守るため

に必要な法律を整備するものです。決して憲法違反だとか立憲主義の逸脱ということはありません。

日本を取り巻く安全保障上の環境が大きく変化する中で、色々な法律を点検してスキマを防ぎ、抑

止力を高めて、戦争を未然に防ぐことが必要なのです。 

 

 かつてほとんどの憲法学者は自衛隊が違憲だといっていました。今でもそういっている憲法学者

もいます。憲法９条の２項に「陸海空軍その他の戦力はこれを保持しない」と書いてあるから、憲

法違反だというのです。しかし、私たちの先輩は日本が侵略されたとき『座して死を待て』と憲法

が決めているはずはないと言って自衛隊の創設を決断しました。その自衛隊のおかげで日本の平和

と安全は守られてきたのです。 

 

 みなさん、そもそも憲法判断の最高の権威は最高裁です。最高裁だけが最終的に憲法解釈ができ

ると、憲法 81 条に書いてあるのです。その最高裁が唯一憲法９条の解釈をしたのが砂川判決です。

そのなかで、日本が主権国家である以上、自国の平和と安全を維持し、その存立を全うするために

自衛権の行使ができるとしたのです。最高裁のいう自衛権に個別的自衛権か集団的自衛権かの区別

はありません。複雑化する世界情勢のなかで、他国が攻撃された場合でも日本の存立を根底から覆

すような場合があります。そのような場合、集団的自衛権を行使することはなんら憲法に反するも

のではないのです。 

 

 さらに最高裁は、わが国の存立の基礎に重大な関係を持つ高度の政治性を有する事柄が憲法に合

致するかどうかを判断するのは、一見きわめて明白に違憲無効であると認められない限りは、裁判

所ではなく内閣と国会であるともいっています。 

 

 すなわち国民の命と日本の平和を守るための安全保障政策に責任を持つべきなのは私たち政治家

なのです。 
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 安倍内閣とわが党は長年この問題を議論し、日本の平和と安全を守るために、憲法の許す範囲で

限定的に集団的自衛権を行使することが必要であると考え、平和安全法制を国会に提出しました。

皆さんの理解を得ながら、早期に法案の成立を図り、わが国の平和と安全を守ることが国会の責任

だと考えています。 


